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１ 日本のエネルギー事情と
エネルギー政策
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日本のエネルギー需給構造（2017年度）
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日本の一次エネルギー供給構造の推移

（注1）「総合エネルギー統計」は、1990年度以降、数値について算出方法が変更されている。
（注2）「再生可能エネルギー等（水力除く）」とは、太陽光、風力、バイオマス、地熱などのこと（以下同様）。
出典:資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成 【出所】 エネルギー白書2020より作成



日本の化石燃料輸入先（2019年）

【出所】 日本のエネルギー2019より作成
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日本の電力供給構造の推移

（注）1971年度までは沖縄電力を除く。
発受電電力量の推移は、「エネルギー白書2016」まで、旧一般電気事業者を対象に資源エネルギー庁がまとめた「電源開発の概要」及び「電力供給計画の概要」を基に
作成してきたが、2016年度の電力小売全面自由化に伴い、自家発事業者を含む全ての電気事業者を対象とする「総合エネルギー統計」の数値を用いることとした。
なお、「総合エネルギー統計」は、2010年度以降のデータしか存在しないため、2009年度以前分については、引き続き、「電源開発の概要」及び「電力供給計画の概要」を
基に作成している。

【出所】 エネルギー白書2020より作成
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エネルギー政策の基本的な視点 “３Ｅ＋Ｓ”



主要国の一次エネルギー自給率比較（2018年）

【出所】 資源エネルギー庁ホームページより作成
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電源別の発電コスト（2014年モデルプラント）

【出所】 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第17回会合） 資料２
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地球温暖化の影響

これまでの推移（1886~2018)

（新潟県の平均気温と海面水温の変化）

21世紀末には…
新潟県の年平均気温が 約５℃上昇

図 新潟市の年平均気温の経年変化
（1886~2018)

100年あたり1.4℃上昇
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図 新潟県の年平均気温の将来予測（RCP8.5シナリオ）
1980~1999年に対する2076~2095年の変化量

現在の平均気温平年値
新潟市 ：13.6℃ ⇔ 鹿児島市：18.6℃

出典）東京管区気象台「気候変化レポート2018～関東甲信・
北陸・東海地方～資料集」
新潟地方気象台「新潟県の21世紀末の気候」

環境省 気候変動適応情報プラットフォームより
それぞれ加工して作成

℃

平年値：13.6℃

日本近海の海域別の年平均海面水温の変化率
（℃/100年（1898～2016年）<気象庁資料より>



○地球温暖化が進行すると、冬期積算降雪量は全国的に減るが、極端に強い大雪（い
わゆるドカ雪）は、北陸地方の内陸部で増加する。

（気象庁 気象研究所 「第15回環境研究シンポジウム資料」より）

地球温暖化の影響

2019年に東北大学、気象庁等からなる共同チームが、スパコン上で大規模な温暖化予測を行い、

豪雪を詳細に解析したところ、「日本海側の中部日本山岳地域では、温暖化すると現在よりも強い
豪雪が起こりうる」と、同様の結果が出ている。

（10年に一度の大雪の増加）



13

２ 新潟県のエネルギー事情
と主な取組



新潟県の電力の状況

●県内発電電力量（平成30年度） ［千kWh］

再生可能エネルギー発電電力量 火力発電

電力量

（Ｂ）

原子力発電

電力量

（Ｃ）

合 計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）水力 太陽光 風力 小 計

（Ａ）
7,153,880
（14.7％）

167,264
（0.3％）

40,384
（0.1％）

7,361,528
（15.1％）

41,421,539
（84.9％）

0
（0.0％）

48,783,067
（100.0％）

●発電電力量構成比（平成30年度）

資料：新潟県の電力概況

水力
14.7% 風力

0.1%

太陽光
0.3%

火力
84.9%

原子力
0%

○ 県内発電量のうち、約85%が火力発電、約15%が再生可能エネルギー（大半は水力発
電）が占める。

○ 本県では、県内の使用電力量の約３倍を発電しており、県外への電力供給を担ってい
る。

●県内の発電電力量と使用電力量（平成30年度）

発電電力量 使用電力量

全国 1,008,433 852,560

新潟県 48,783 16,923

全国に占める
割合［%］ 4.8 2.0

［百万kWh］
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●県内の固定価格買取制度（ＦＩＴ）導入設備の導入容量（令和２年３月）

太陽光 風力 水力 地熱 バイオマス 合計

全国 55,191 4,111 722 79 3,505 63,608
新潟県 340 28 64 0 25 456

順位［位］ 33 27 4 14 32 40

［千kW］

再生可能エネルギー発電設備の導入状況

○ 固定価格買取制度により、全国的に太陽光発電を中心として導入が進んでいる。
○ 本県は、水力が全国４位で導入が進んでいるが、冬期の日照量や積雪もあることか

ら、太陽光の導入が少なく、全体としては下位にとどまっている。
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再生可能・次世代エネルギーの活用促進

再エネ導入促進による

○ 本県の特色や地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入促進や、県内企業の再生可能・次世
代エネルギー分野への参入のための支援、環境整備に取り組むことにより、将来のエネルギー選択
の幅の拡大を目指すとともに、県内企業の関連産業への新規参入を促進

●研究会により全県の
ゾーニングマップ作成

●村上市・胎内市沖地域
部会での検討

本県のポテンシャルを活かした

風力発電の導入促進

地域資源を活用した
再エネ導入の促進

主
な
取
組

課
題
等

●自家消費を目的とした

再エネ設備等の導入
支援

●再生可能エネルギー
熱利用の導入促進

●新エネルギー産業分野
参入に向けた研究開発
等の支援（補助事業や
研究会）

●新潟カーボンニュートラ
ル拠点化・水素利活用
促進

●小型FCバス開発
●水素サプライチェ－ン

実証事業の実現可能性
調査

●FCフォークリフトのモニ
ターやFCVタクシ－実証
運行の支援

●FCVの率先導入

●自然エネルギーの島構
想に係る課題整理と取
組の検討

再エネ・次世代エネによる

本県関連産業の振興
水素エネの利活用促進による

水素社会の実現自然ｴﾈﾙｷﾞｰの島構想の実現

電力系統の連系制約
（再エネ導入に支障）

関連産業の振興
（将来を見据えた取組）

水素の利活用促進
(水素社会の実現に向けた取組)

離島の再エネ導入促進
(離島のエネルギー供給に課題)

系統制約を受けない再エネ

自家消費・再エネ熱導入促進

主な取組紹介：①洋上風力発電の導入促進、②水素の利活用促進、③自然エネルギーの島構想の検討
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３ 洋上風力発電とは



洋上風力発電とは
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【特長】
・ 変換効率が良い

風車の高さやブレード（羽根）によって異なるものの、風力エネルギーは高効率で
電気エネルギーに変換

（※一般的な太陽光発電は20％程度に対し、風力発電は最大40％程度）
・ 夜間も稼働

太陽光発電と異なり、風さえあれば夜間でも発電可能
・ 洋上風力発電は、欧州を中心に導入が拡大。今後、世界各国で更なる導入拡大が期待



洋上風力発電を導入する意義
【陸上風力発電と比較した洋上風力発電のメリット】

風況が良く、風力発電設備の大型化が可能（発電量は設備が大きいほど増加）
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1  地球温暖化対策
火力に比べ二酸化炭素の排出量が少なく、地球温暖化対策に有効

2  経済性の確保
大規模に開発できれば発電コストが火力並であるため、 経済性も確保できる可能性のある

エネルギー源であるが、 日本では依然高価格

３ 関連産業への波及効果
・ 風車基礎、タワー、ブレード等の発電設備の部品点数（※）が多く、

製造・メンテナンス等の関連産業への波及効果が期待
※ 約１～２万点（自動車の場合：約１～３万点）

・ 洋上風力発電設備の設置・維持管理での港湾の活用による地元
産業への好影響が期待（輸送等の制約や効率性重視から、適地
近傍に集積する傾向が高い。）

４ 税収効果
発電事業の実施や発電設備の設置により

新たな税収が期待
県 税 ： 法人県民税、法人事業税
市町村税 ： 法人市町村民税、固定資産税

既設の洋上風力発電設備 価格

欧州 4,543基 約６～13円/kWh

日本 7基（全て国の実証試験） 36円/kWh

洋上風力発電の経済効果
（日本風力発電協会試算）

直接投資 ５～６兆円

経済波及効果 13～15兆円 20



洋上風力発電の方式

21

着床式（水深50m程度まで） 浮体式（水深約50m以上）

風車を載せる基礎を海底に

固定する方法で、水深の浅い
沿岸部に適する。
導入済みの多くは着床式

風車を載せる浮体施設をチェーン等で海底に係留する
方法で、水深の深い海域に適する。



国内の主な洋上風力発電
着床式 浮体式

千葉県銚子沖（出典：東京電力ホールディングス（株）） 福島県沖（出典：資源エネルギー庁）

長崎県五島市沖（出典：（株）戸田建設）

22
北九州市沖（出典：電源開発（株））



※総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第33回会合）（令和2年11月17日）
資料「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」より
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４ 再エネ海域利用法等について



洋上風力発電のための海域利用ルール整備
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再エネ海域利用法の概要
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国内の洋上風力発電の導入計画

34

・ 令和２年４月末現在、約1,405万kWの案件が環境アセスメント手続き
を実施

・ 特に平成29年度（2017年度）以降、再エネ海域利用法の施行と相まっ
て、急速に案件形成が進捗
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５ 県の洋上風力発電に
関する取組について



１ 新潟県沖の洋上風力発電のポテンシャル

【調査結果（概要）】
洋上風力発電の可能性が考えられる海域と発電賦存量

浮体式（目安）
の海域

着床式（目安）
の海域

※１ 漁業権等の各種制約の考慮なし
※２ 発電賦存量は、大型風車（8MW）

で発電した場合の年間発電量

村上

新潟

長岡

柏崎

上越
(直江津)

糸魚川

佐渡

粟島
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着床式 浮体式

目安

（※１）

・年平均風速6.5m/s以上
・水深50m以下

・年平均風速8.0m/s以上
・水深50m超200m以下

主な該当

海域

・上中下越の沿岸

・大佐渡地域の沿岸

・佐渡と粟島の中間

・大佐渡地域の沖合

面積 615k㎡ 1,379k㎡

発電
賦存量
（※２）

16,612GWh 52,261GWh

68,873GWh

〇 県では、2016年度、本県沖における洋上風力発電事業のポテンシャル
調査を実施

〇 風速や各種制約等の存在を確認できる「ポテンシャルマップ」を作成



２「新潟県洋上風力発電導入研究会」の設置

【研究会メンバーの構成】
沿岸市町村

海域利用者

（漁業関係者等）

その他関係者

関係機関

新潟県
（関係各課）

学識経験者

（大学等）

洋上風力発電導入研究会
（事務局：県産業振興課）

【研究会における検討事項】
・ 洋上風力発電の導入の可能性や課題の整理
・ 洋上風力発電の導入に向けた候補海域
・ 洋上風力発電の導入による地域振興策
・ その他、洋上風力発電の導入に向けた気運の醸成及び課題解決のための環境整備に関する事項

〇 令和元年6月に「洋上風力発電導入研究会」を設置
地元の関係者が県内における洋上風力発電の導入の可能性や課題に
ついて、県内の風況、漁業協調、環境影響、関連産業の活性化などの
様々な観点から整理し、関係者間で認識を共有、検討することにより
解決に向けた環境整備を進める。

39

R1年６月 設置

環境影響専門部会
村上市・胎内市沖地域部会（R1年11月設置）



研究会の実施体制
【構成】

40

区分 主な関係機関・団体

国
関東経済産業局資源エネルギー環境部、北陸地方整備局港湾空港部、
海上保安庁新潟海上保安部、環境省関東地方環境事務所、
防衛省北関東防衛局新潟防衛事務所、自衛隊新潟地方協力本部

市町村
（沿岸部）

村上市、粟島浦村、胎内市、新発田市、聖籠町、新潟市、長岡市、出雲崎町、
柏崎市、上越市、糸魚川市、佐渡市

有識者等
新潟大学農学部（ゾーニング関係）、東京大学（風力発電関係）
※必要に応じて、漁業協調等の有識者に対しても出席の依頼やヒアリングを実施

関係団体
新潟県漁業協同組合連合会、新潟県内水面漁業協同組合連合会、
日本野鳥の会新潟県、佐渡支部、新潟県野鳥愛護会、日本風力発電協会

海運事業者 粟島汽船(株)、佐渡汽船シップマネジメント(株)、新日本海フェリー(株)新潟支店

電気事業者 東北電力ネットワーク(株) 新潟支社、東北電力(株) 新潟支店

金融機関 (株)日本政策投資銀行 新潟支店、(株)大光銀行、(株)第四銀行

県
土木部用地・土地利用課、河川管理課、交通政策局港湾整備課、
農林水産部水産課、教育庁文化行政課、県民生活・環境部環境企画課、
産業労働部産業振興課（事務局）



浮体式（目安）の該当海域

着床式（目安）の該当海域

村上市

胎内市

種類 年平均風速・水深 該当海域

着床式

年平均風速6.5m/s以上
水深30m以下

黄色

年平均風速6.5m/s以上
水深30m超50m以下

橙色

浮体式
年平均風速8.0m/s以上
水深50m超200m以下

緑色

〇 洋上風力発電の候補海域（一般海域）について、地域ごとの課題等の検討を
行うため、ゾーニングによる候補海域の絞り込みや各地域の調整状況等を踏ま
えた上で「地域部会」を設置

〇 第１回研究会において、「村上市・胎内市沖」については、相当程度の発電
量が見込まれ、事業者による計画の検討が進んでいることや、地元関係者との
調整開始が可能と見込まれるため、先行的に地域部会を設置することを確認

３「洋上風力発電導入研究会 地域部会」の設置
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村上市・胎内市沖地域部会の実施体制
【構成】

42

区分 関係機関・団体

市町村 村上市、胎内市

漁業関係者
新潟漁業協同組合 岩船港支所、北蒲原支所
三面川鮭産漁業協同組合、荒川漁業協同組合、

胎内川漁業協同組合

商工・観光団体
村上市観光協会、村上商工会議所、岩船港利用促進協議会、

胎内市観光協会、中条町商工会

自治会 関係行政区長

鉱業権者 石油資源開発（株）、日本海洋石油資源開発（株）

学識経験者 東京大学（風力発電関係）

関係団体 新潟県漁業協同組合連合会

海運事業者 粟島汽船（株）

電力事業者 東北電力ネットワーク（株）新潟支社、東北電力（株） 新潟支店

国関係機関 新潟海上保安部 交通課

県
村上地域振興局 地域整備部、新発田地域振興局 企画振興部
農林水産部水産課（関係課）、産業労働部産業振興課（事務局）



村上市・胎内市沖地域部会の開催状況・概要
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主な議題

第１回
（令和元年11月）

・ 村上市・胎内市沖地域部会の設置について
・ 再エネ海域利用法の運用及び対応について

第２回
（令和２年７月）

・ 今年度の国の有望な区域の選定等の結果について
・ 前回地域部会やヒアリングにおけるご意見と対応の方向性について
・ 各種調査の実施について

第３回
（令和２年10月）

・ 調査結果の報告
・ 配慮・調整エリアの検討
・ 事業想定区域（案）の提示

洋上風力発電
フォーラム
（令和２年11月）

・ 検討状況の説明
・ 講演 「洋上風力発電における環境アセスメントと合意形成」

（東京工業大学 准教授 錦澤 滋雄 氏）
・ パネルデイスカッション 「洋上風力発電による環境や漁業への

影響について～地域との共生を図るためには」

第４回
（令和３年1月）

・ 事業想定区域（案）について
・ 再エネ海域利用法に基づく協議会について
・ 今後の進め方について

洋上風力発電
説明会
（令和３年２月７日）

・ 検討状況の説明
・ 講演「地域循環共生圏構築に向けた洋上風力発電への期待」

（環境省 大臣官房 環境計画課）



〇 洋上風力発電の導入に向けた候補海域の検討に当たっては、
環境保全と風力発電の導入促進の両立に有効なものとされる
環境省の「風力発電に係るゾーニング実証事業」を活用

44

環境保全と風力発電の導入促進を両立するため、関係者間で協議しながら、環境保全、
事業性、社会的調整に係る情報の重ね合わせを行い総合的に評価した上で、以下の区域を
設定し活用する取組
①法令等により立地困難又は重大な環境影響が懸念される等により環境保全を優先
することが考えられるエリア【保全エリア】
②立地に当たって調整が必要なエリア【配慮・調整エリア】
③環境・社会面からは風力発電の導入を促進しうるエリア【導入・促進エリア】等

「風力発電に係るゾーニング」とは



これまでのゾーニングの検討経緯

洋
上
風
力
発
電
導
入
研
究
会 地

域
部
会

環
境
影
響
専
門
部
会

ゾーニングに関する情報収集、
条件の設定

ゾーニングに関する情報収集、
条件の設定既存資料の収集、ヒアリング、

地図（GIS)化
保全エリア、配慮・調整エリアの抽出保全エリア、配慮・調整エリアの抽出

保全エリア、配慮・調整エリア（案）の検討保全エリア、配慮・調整エリア（案）の検討

候補海域の検討候補海域の検討

導入促進エリアの決定導入促進エリアの決定

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

意見照会、ヒアリング

風況、水深、波浪・潮流、インフ
ラ(道路、港湾等)

事業性に係る情報 サブマップ（ゾーニングマップの情報以外で
提供が必要な情報を示すマップ）の整理
サブマップ（ゾーニングマップの情報以外で
提供が必要な情報を示すマップ）の整理

現
地
調
査
結
果
（
鳥
類
・
景
観
・
漁
業
影
響
）

配慮・調整エリアの検討配慮・調整エリアの検討

※必要に応じて随時、関係機関と調整
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保全エリアの設定
藻場

重要湿地：新潟海岸(荒川河口)

重要湿地：新潟海岸(胎内川川河口)

重要湿地：新潟海岸(落堀川河口)

三面川

岩船港

瀬波笹川流れ粟島
県立自然公園
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保全エリアの設定

三面川

岩船港
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配慮・調整エリアの設定
新共第3号

新共第4号

新共第5号
新共第28号

新共第28号

新共第6号
新共第28号

新共第7号

海鳥の繁殖地
（ウミネコ）

気象レーダーから45kmの範囲

海鳥の重要生息地
（飛島・御積島）

港湾区域
港則法区域

※ 網掛け（黒縦線）で示し
た部分において許可漁業が行
われている場合があるため、関
係漁業協同組合等への確認
が必要。

三面川

岩船港
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ゾーニングマップ（案）
保全エリア・配慮・調整エリアに、事
業性の項目として、年平均風速及
び水深の情報を重ね合わせた。

三面川

岩船港
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事業想定区域（案）※見直し後
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事業想定区域（案）の考え方について

① 新潟県洋上風力発電導入研究会におけるゾーニングの検討を
踏まえ、今後、村上市・胎内市沖地域部会において検討する区域
の範囲を示したもの。

② 区域の範囲
・ ゾーニングにより「保全エリア」を除いた村上市及び胎内市の
沿岸域及び沖合で、

・ 風車の設置については、現時点で海面の漁業関係者との調整が
可能と考えられる離岸３海里以内及び概ね水深20m以深の範囲

※ これまで別紙の赤色の破線部分については、現時点において風車
を設置する具体的な計画はないが、調整や地盤調査等の結果によっ
ては、風車の設置が可能と考えられる海域としていたが、令和３年
１月現在の地盤調査等の実施状況を踏まえると、令和３年度の国の
有望な区域の選定手続きには間に合わないことから、今回の検討
対象からは外すこととした。
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【県】新潟県洋上風力発電導入研究会（事務局：県産業振興課）

国へ促進区域の指定について要望（令和３年３月まで）

村上市・胎内市沖地域部会（今後は必要に応じて開催を検討）

【国】有望な区域の選定（令和３年７月頃、以下３つが選定条件）
① 促進区域の候補地があること
② 利害関係者を特定し、協議会を開始することについて同意を得ていること（協議会の設置が可能）
③ 区域指定の基準に基づき、促進区域に適していることが見込まれること

洋上風力発電の運転までの流れ

【国・県】協議会の設置・開催
促進区域の指定にあたっての利害関係者との調整、公募に当たっての留意点等について協議
→促進区域の位置・規模、工事時期・手法、地域振興や漁業協調・漁業影響調査のあり方等

（協議会のメンバー（イメージ））
事務局：経済産業省（資源エネルギー庁）、国土交通省（港湾局）、県、農林水産省（水産庁）、
関係市町村、漁業関係者、鉱業権者、船舶運航事業者、海底ケーブル敷設者、有識者（学識経験者等）

※ 協議会において関係者の合意が得られない場合は、次の促進区域の指定の手続きには進みません。

【国】促進区域の指定
指定基準の一つとして、「漁業に支障を及ぼさないことが見込まれること」を法で明記

１
年
程
度
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【想定される地域振興や漁業協調の事例】
地域振興：洋上風車の観光資源としての活用、

環境教育・広報、地域経済活性化 等
漁業協調：漁場形成策、漁船保険・燃油等の漁業

者支援、サケの増殖事業支援、
サケに関する児童・生徒への社会教育
や観光資源活用への支援 等

【想定される漁業影響調査の事例】
○ 事業想定区域内の魚礁に集まる魚食魚の胃内容
物調査（構造物にあつまる大型魚によるサケ等の
稚魚の捕食の影響を調査）

○ 「バイオロギング手法」等を活用したサケの
移動経路のモニタリング

○ 風車周辺での魚類蝟集状況のモニタリング



運転開始

【事業者】環境アセスメントの実施（※）や事業計画の詳細検討
※公募選定前に実施可能

【事業者】工事に向けた詳細設計（実施設計）、建設工事の実施

協議会設置から
概ね10年後

２
～
３
年

４
～
５
年

【国】公募（事業者が計画提出）
事業者が公募占有指針を踏まえて、計画を提出

【国】事業者の選定
・ 漁業協調策も含めた地域との調整等への波及効果を評価項目の一つとする。
・ その評価に当たっては、都道府県知事からの意見を聴取・尊重

【国】事業計画の認定、占用許可
・ 選定事業者は協議会構成員になる。
・ 占有許可は、選定事業者が関係漁業者（協議会構成員）の了解を得ることが条件

１
年
程
度
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【国】公募占有指針の策定
協議会で協議が整った事項については公募占有指針に記載



調査の目的
• 景観は、風力発電において重要な環境要素の一つ。
• 風車は巨大工作物であり遠方からも視認しやすい。
• 目的は、主要な眺望点からの主たる眺望方向や眺望
範囲等の確認、フォトモンタージュにより風車の視認の
程度の確認

調査方法
• 眺望点等は、県や周辺市町村の観光情報の資料、ヒ
アリング等により情報を収集・整理

• 把握した眺望点のうち、海域の眺望が開けている地点、
景観資源を眺望することができる地点、利用者が多い
地点、地域を代表する眺望点を対象として、現地調査
を実施。

フォトモンタージュにおける風車の配置
• フォトモンタージュの作成にあたっては、村上市・胎内市
沖において洋上風車の設置の可能性について検討して
いる水深20m地点～海岸から3海里（≒5.6km）
地点の範囲を考慮し、最も海岸に近い地点と最も海
岸から遠い地点の2箇所に風車を配置。

主要な眺望点、景観資源の把握

既存資料調査

・ホームページ等で公開されている
県や周辺市町村の観光情報の
資料を収集・整理

聞き取り調査

・地域で大切にされている景観に
関する情報を補足

現地調査

・眺望点の状況の把握、眺望景観の写真撮影

眺望点の抽出

・海域の眺望が開けている地
点、景観資源を眺望すること
ができる地点、利用者が多い
地点、地域を代表する眺望点
を抽出

フォトモンタージュ法による景観の支障程度の把握

ゾーニングマップへの反映

景観調査について
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フォトモンタージュ作成地点

フォトモンタージュ作成地点
• フォトモンタージュは、洋上風力発電事業
の実施可能性の高い地域に近接し、眺
望の良い5地点を対象として作成

フォトモンタージュに
用いた風車の諸元
• 風車の諸元は、現
在、国内において
導入が検討されて
いる平均的な発電
容量9.5MW級の
もの（風車の高さ
187 ｍ 、 ハ ブ 高
105ｍ、ローター
径164ｍ）

187m
82m

105m
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みなとオアシス越後岩船(岩船夕日の森)
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仰角3.2°
海岸からの距離
3.2km(水深20m地点)

仰角1.6°
海岸からの距離
5.6km

みなとオアシス越後岩船(岩船夕日の森)の眺望写真から作成したフォトモンタージュ
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はまなすの丘展望台の眺望写真
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仰角3.3°
海岸からの距離
3.1km(水深20m地点)

仰角1.6°
海岸からの距離
5.6km

はまなすの丘展望台の眺望の眺望写真から作成したフォトモンタージュ
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荒井浜森林公園の眺望写真
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仰角3.4°
海岸からの距離
2.9km(水深20m地点)

仰角1.6°
海岸からの距離
5.6km

荒井浜森林公園の眺望写真から作成したフォトモンタージュ

岩船沖ガス田プラットホーム
仰角1.5°（高さ126m）
海岸からの距離3.95km
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村松浜海水浴場の眺望写真
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仰角4.1°
海岸からの距離
2.5km(水深20m地点)

仰角1.6°
海岸からの距離
5.6km

村松浜海水浴場の眺望写真から作成したフォトモンタージュ
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瀬波温泉・瀬波温泉海水浴場の眺望写真

64※ 今回の検討対象区域から除外した海域



仰角3.4°
海岸からの距離
2.9km(水深20m地点)

仰角1.6°
海岸からの距離
5.6km

瀬波温泉・瀬波温泉海水浴場の眺望写真から作成したフォトモンタージュ

65※ 今回の検討対象区域から除外した海域



66

５ 洋上風力発電の立地による
地域振興・漁業協調策の事例



令和2年10月22日「千葉県銚子市沖における協議会」
構成員による事業者公募前説明会資料より 67
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資料3-1別紙より抜粋 銚子市沖洋上風力発電事業に関するメンテナンス会社について

名 称 銚子協同事業オフショアウインドサービス株式会社

事業目的

銚子市と銚子市漁協、銚子商工会議所が連携を図り、洋上風力発電施設の建設後
の運転管理やメンテナンス等を担うことが出来る企業を地元が主導する形で共同設立
し、今後、公募によって選定される発電事業者とともに地域経済の活性化や地元の雇
用の創出など、経済波及効果を長期間にわたって地域に還元させるための体制づくり
を始めよう とするもの。

事業内容

主に洋上風力発電設備のメンテナンス事業を中心に取り組む予定であり、定款で定
めた事業目的は次のとおりである。
(1) 風力発電施設の保守及び管理に関する事業
(2) 風力発電施設の建設及び建設準備に関する事業
(3) 風力発電施設の周辺環境の調査及び視察等に関する事業
(4) 前各号に附帯又は関連する一切の事業

本店所在地 千葉県銚子市川口町2丁目6528番地

設立年月日 令和2年9月16日

役 員

代表取締役 銚子市漁業協同組合 代表理事組合長
取締役 銚子商工会議所 会頭

銚子市漁業協同組合 副組合長理事
監査役 銚子市長

資本金額 5,000,000円

出資比率
銚子市漁業協同組合 60% 3,000,000円
銚子商工会議所 30% 1,500,000円
銚子市 10% 500,000円 69



ご清聴ありがとうございました


